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第１節 耐震化の状況 

 

１ 住宅 

平成３０年住宅・土地統計調査によると、周南市内の住宅総数は約７１，３９０

戸あり、そのうち居住世帯がある住宅数は５９，９４０戸となっている。 

このうち、耐震化の対象となる昭和５６年５月以前の耐震基準（以下「旧耐震基

準」という。）で建設された昭和５５年以前の住宅は、２０，８８０戸（約３４．

８％）で、山口県平均（約３３.０％）と比べて同程度であるが、特に耐震化の対

象となる住宅のうち、木造一戸建て住宅は１５，０８０戸（約７２.２％）と推計

され、その半数以上を占める。（表 5） 

全国及び山口県の耐震化状況の率をもとに居住世帯がある住宅数に占める耐震

性のある住宅の割合を示す耐震化率を推計すると、約８２.６％（４９，５２０戸）

で山口県平均（約８１.２％）とほぼ同程度であるが、全国平均（約８７.０％）を

下回る水準となっている。（表６）（表７）  

 

表 5 居住世帯がある住宅で昭和５５年以前に建設された住宅数 

周南市住宅総数 約７１，３９０戸  

 昭和５６年以降 昭和５５年以前 合計 

居住世帯がある 

住宅数 

３９，０６０戸 

（６５．２％） 

 

２０，８８０戸  

（３４．８％） 

うち木造一戸建て住宅 

１５，０８０戸 （７２．２％） 

 

５９，９４０戸 

（１００％） 

山口県 
３９５千戸 

（６７％） 

１９６千戸 

（３３％） 

５９１千戸 

（１００％） 

（資料：平成３０年 住宅・土地統計調査） 
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表６ 居住世帯がある住宅の耐震性の推計 

 戸数 うち耐震性有Ａ+Ｂ 耐震化率 

居住世帯のある住宅 ５９，９４０戸 ４９，５２０戸 ８２．６％ 

 

木造一戸建て住宅 ３５，１９０戸 ２６，４８０戸 ７５．２％ 

共同住宅等 ２４，７５０戸 ２３，０４０戸 ９３．１％ 

山口県 ５９１千戸 ４８０千戸 ８１．２％ 

（資料：平成３０年 住宅・土地統計調査） 

表７  建築年度等による住宅の内訳 

区 分 戸 数 

昭和56年以降 

Ａ 

昭和5５年以前 

全 体 うち耐震性あり Ｂ 

木造戸建て ３５，１９０戸 ２０，１１０戸 １５，０８０戸 ６，３７０戸 

共同住宅等 ２４，７５０戸 １８，９５０戸 ５，８００戸 ４，０９０戸 

居住世帯のある住宅 ５９，９４０戸 ３９，０６０戸 ２０，８８０戸 １０，４６０戸 

     （資料：平成３０年 住宅・土地統計調査） 

 

２ 多数の者が利用する建築物等 

多数の者が利用する建築物等は、市内に８６５棟あり、そのうち耐震性があると

される建築物は７０２棟で、耐震化率は約８１．２％と県平均（約８４.８％）を

下回っている。 

昭和５６年５月以前に建築された多数の者が利用する建築物等は３５８棟（約４

１．４％）であるが、そのうち、耐震性があるとされる建築物は１９５棟（約５４．

５％）である。 

これは、平成２５年５月改正前の法の規定が耐震診断と耐震改修のいずれについ

ても努力義務規定で強制力がなかったことや耐震改修等には相当の費用を要する

ことなどの理由から、耐震化が進んでいないと想定される。 

また、耐震診断を行った建築物は全体で２４２棟（約６７．６％）であるが、民
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間の建築物については、７８棟（民間建築物全体の約４１.３％）にとどまってお

り、耐震診断が進んでいないために耐震性が確認されていない建築物が多く存在し

ている。（表８、表９、表１０） 

多数の者が利用する建築物等のうち、平成２５年５月の改正により耐震診断が義

務付けられた、法附則第３条第１項各号に規定される要緊急安全確認大規模建築物

は、市内では、令和５年１月１９日時点で、１６棟存在している。 
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表８ 多数の者が利用する建築物等の耐震化の状況（用途別） 

用途 棟数 
耐震性有 

耐震化率 

昭和 56 年 5 月以前 昭和 56 年 6 月以降 

学校 116 61  55  100％  

体育館 10  2  8   100％  

病院、診療所 24  0 17  70.8% 

劇場、映画館等 6 0 3  50.0%   

集会場 9  2  4  66.7% 

卸売市場 1 0 1 100% 

物品販売業を営む店舗 23  0 11  47.8%   

ホテル 20  0  13  65.0%  

賃貸住宅、寄宿舎 247 90  128  88.3%   

事務所 48  7  27 70.8% 

老人ホーム 32  1  26 84.4%   

老人福祉センター 45 0 44  97.8%   

幼稚園、保育所 22  8  9 77.3%  

図書館 3 0 3 100%  

飲食店 4  0 3  75.0%  

サービス業を営む店舗 8  5  1 75.0%  

工場 86 7  48 64.0%  

停車場（駅舎等） 0 0 0 Ü 

駐車施設 3  0 3  100% 

庁舎、公益上必要な施設 10 4  4 80.0%  

危険物貯蔵所等 148 8   99 72.3% 

合計 865 195 507 81.2％ 

（令和元年度 山口県調査より） 

耐震化率：耐震性がある多数の者が利用する建築物等数／全ての多数の者が利用する建築物等数 

耐震性有：昭和５６年６月以降の建築物並びに昭和５６年５月以前の建築物で耐震性が確認されたもの及び耐震改

修済みの建築物数（棟単位） 

耐震性無：昭和５６年５月以前の建築物で耐震診断未診断及び耐震性がないと確認された建築物 
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表９ 多数の者が利用する建築物等の耐震化の状況（所有者別） 

所有者 棟数 耐震性有 耐震化率 

国 ２ ２  １００% 

県 ８２ ８２ １００% 

市 ２２４  ２０４ ９１.１% 

民間 ５５７ ４１４ ７４.３% 

計 ８６５ ７０２  ８１.２%  

（令和元年度  山口県調査より） 

 

表１０ 昭和５６年５月以前に建築された多数の者が利用する建築物棟数（所有者別） 

所有者 棟数 耐震診断済 

耐震性有 

診断の結果耐震性有 耐震改修済 計 

国 1  １  1 ０ 1  

県 ４３ ４３ ２５ １８  ４３  

市 １２５ １２０ ６５  ４０ １０５ 

民間 １８９ ７８ ２８ １８ ４６ 

計 ３５８  ２４２ １１９ ７６ １９５ 

（令和元年度  山口県調査より） 
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第２節 耐震改修等の目標の設定 

 

国の基本方針において、令和１２年度までに耐震性が不十分な住宅を、令和７年

度までに耐震診断義務付け対象建築物注）を概ね解消することを目標としている。 

本市の耐震化率は、住宅については、平成３０年時点で約８２.６％ と全国平均

の約８７.０％に比べて低く、多数の者が利用する建築物等については、令和元年

度山口県調査によると、約８１．２％で全国平均の約８９.０％に比べ低い状況に

ある。 

  このような現状を踏まえ、本市としては、目標とする耐震化率を以下のとおり設

定することとする。 

 注） 耐震診断義務付け対象建築物（P４ 図２）  

要緊急安全確認大規模建築物及び要安全確認計画記載建築物 

 

１ 住宅 

住宅の耐震化率については、現状の耐震化率を踏まえ、令和７年度までに、引き

続き、９０％とすることを目標とする。（表１１）  

 

表１１  住宅の目標 

 平成３０年度 

（耐震化率） 

 

 

 

 

 

令和７年度目標 

（耐震化率） 

住宅        総数 ５９，９４０戸  

 

９0％ 

 うち耐震性有 ４９，５２０戸 

（約８２．６％） 

うち耐震性無 １０，４２０戸 

（約１７．４％） 

 

２ 多数の者が利用する建築物等 

多数の者が利用する建築物等のうち、耐震性が不十分な耐震診断義務付け対象建

築物については、令和７年度までにおおむね解消することを目標とする。（表１２） 
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表１２ 多数の者が利用する建築物等の目標 

令和４年度 
 

令和７年度目標 

耐震診断義務付け対象建築物 

１８棟  

内 公共建築物 １０棟 

    民間建築物 ８棟 

 

 

 

おおむね解消 

 うち耐震性有 

１１棟 

内 公共建築物 １０棟 

民間建築物 １棟 

（約６１．１％） 

（令和4年度 周南市調査より） 

   

３ 緊急輸送道路等の避難路沿道建築物 

昭和５６年５月以前に建築された緊急輸送道路等の避難路沿道建築物 P４ 注２）は、

平成１７年１１月の法の改正により、耐震診断及び耐震改修の努力義務が課せられ

ており、所管行政庁による指導及び助言が可能であったが、平成２５年５月の改正

により、新たに、所管行政庁による指示・公表も可能となった。 

 

図４ 対象となる建築物のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
４ 公共的な建築物の耐震化の目標 

庁舎、学校、病院、公営住宅等は、地震などの災害が発生した場合には、防災拠

点、避難場所、仮住居等として防災上重要な施設である。なお、防災上重要な施設

には、ホテル・旅館、福祉施設等の民間建築物のうち、大規模な地震が発生した場

合において、公共的にその利用が可能な建築物も想定される。 
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また、幼稚園、保育所、老人ホーム等は、災害時に利用者自らが避難することが

容易ではない用途の建築物である。 

このため、これらの公共的な用途の建築物で多数の者が利用する建築物等に該当

する建築物の耐震化は、他の多数の者が利用する建築物等に比べ、早急に耐震化を

促進する必要がある。これらの公共的な建築物の令和７年度目標については、従前

どおりとする。（表１３） 

 

表１３ 各用途別目標 

公共的な建築物で、かつ、多数の者が利用す

る建築物等 

令和元年度 

（耐震化率） 

 

 

 

 

 

 

令和7年度目標 

（耐震化率） 

学校（小学校、中学校） １００％ 完了 

高等学校、高専 １００％ 完了 

病院、診療所 約７１％ ９０% 

庁舎、公益上必要な施設 約８０％ ９０％ 

公営住宅等 約９４％ ９５％ 

幼稚園、保育所 約 77％ ９０％ 

老人ホーム等 約８４％ ９５% 

（令和元年度 山口県調査より） 


